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株式会社オプテージ　電気通信局舎およびオフィス

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

・原則として年に一度、エネルギー使用実績の把握とともに、評
価、見直しの必要性を検討する。
・毎年11月にエコＩＣＴマークを更新し、ＩＣＴ分野におけるエ
コロジーガイドラインに則り、継続的に取組みを実施する。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

・省エネ車両への入れ替えスケジュール等について検討中。
・事務所の無人スペースの消灯、グリーン調達に関する社内規程
に基づく調達を実施。
・本社オフィスの電気を再エネ電気へ切替実施予定。

認 証 番 号

事業活動に伴うCO２排出を2050年までに全体としてゼロとすると
ともに、お客さまや社会のゼロカーボン化を目指す中で、温室効
果ガスの排出削減等に向けて積極的に取り組む。

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

導 入 年 月 日 2013/3/25

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称
ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン
（エコＩＣＴマーク）

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
株式会社オプテージ
代表取締役社長　名部 正彦

環境マネジメントシステム導入報告書

（ 宛 先 ） 京 都 府 知 事

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
大阪府大阪市中央区城見2丁目1番5号
オプテージビル

注　認証番号の欄は、導入した環境マネジメントシステムについて第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況

低炭素社会・循環型社会の実現に貢献する

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

関連法規および府県条例について改正の有無を確認し、対応をし
ている。これまで法令違反や行政当局からの指摘はなし。

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

計画通りに取組むことができている。

基 本 方 針

・事務所電気使用量の削減
・車両燃費の向上
　（省エネ車両の導入・エコドライブ等）
・グリーン調達の推進
　（ICT機器調達時に省エネルギー効果を考慮）
・グリーンなデータセンターの推進
　（データセンター新設時に考慮）


